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はじめに 

１ 居住サポート住宅認定制度の概要 
 

（１）背景（住宅セーフティネット法の改正） 

○高齢者や単身世帯の増加等が進む中、 今後、 高齢者などの要配慮者の賃貸住宅

への居住ニーズが更に高まるこ と が見込まれています。 一方で、 賃貸人の中に

は、 要配慮者の入居後の課題に対し て不安を 持っ ている方がいます。  

○こ れら を 背景と し て、 要配慮者が安心し て生活を 送るための住まいを 確保でき

るよう 、 令和６ 年６ 月に改正法が公布さ れ、「 居住サポート 住宅」 の認定制度が

創設さ れまし た。  

 
 
   

居住サポート住宅について（仮） 資料４
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（2）居住サポート住宅とは 

①概要 

○居住サポート 住宅と は、 居住支援法人等と 賃貸人が連携し 、 入居中の居住サポ

ート （ 安否確認・ 見守り ・ 福祉サービスへのつなぎ等） を行う 住宅です。  

 

②居住サポート住宅の認定基準 

○居住サポート 住宅の認定制度は、 居住安定援助賃貸住宅事業に関する計画（ 居

住安定援助計画） を 、 認定主体である市区町村長等が認定する制度と なっ てお

り 、 主な認定基準と し て、 居住サポート （ ソ フ ト ） に関する基準と 住宅（ ハー

ド ） に関する基準が設けら れています。  

注） セーフ ティ ネッ ト 住宅と の違いは「 ２ セーフ ティ ネッ ト 住宅等と の違い」 参照。  

  

住宅に関する主な基準居住サポートに関する主な基準

○ 規模：床面積が一定の規模以上※であること

※ 新築：25㎡以上、既存：18㎡以上 等

○ 構造：耐震性を有すること（耐震性を確保する見
込みがある場合を含む）

○ 設備：一定の設備（台所、便所、浴室等）を設置
していること

○ 家賃が近傍同種の住宅と均衡を失しないこと

※ 地方公共団体が供給促進計画で定めることで、
規模・設備の基準の強化・緩和が可能

○ 要援助者に対する安否確認、見守り、福祉
サービスへのつなぎ

・ 一日に一回以上、通信機器・訪問等により、入居者の
安否確認を行うこと

・ 一月に一回以上、訪問等により、入居者の心身・生活
状況を把握すること

・ 入居者の心身・生活状況に応じて利用可能な福祉
サービスに関する情報提供や助言を実施し、必要に応
じて行政機関や福祉サービス事業者につなぐこと

○ 居住サポートの対価が内容や頻度に照らして、
不当に高額にならない金額であること

※ 居住サポートには、安否確認・見守り・福祉サービス
へのつなぎのほか、住宅確保要配慮者の生活の安

定を図るために必要な援助を含む

事業者・計画に関する主な基準

○ 事業者が欠格要件に該当しないこと

○ 入居を受け入れることとする住宅確保要配慮者の範囲を定める場合、要配慮者の入居を不当に制限し
ないものであること

○ 専用住宅（入居者を安否確認・見守り・福祉サービスへのつなぎの３つの居住サポートが必要な要配慮
者等に限定）を１戸以上設けること

※ 市町村及び都道府県が策定する賃貸住宅供給促進計画において、専用住宅戸数の基準の強化が可能
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③居住サポート住宅の入居対象者 

○居住サポート 住宅には、 入居者を 要援助者に限る「 専用住宅」 と 入居者を 限定

し ない「 専用住宅以外＝非専用住宅」 の区分があり ます。  

○要援助者と は、 省令第 14 条第１ 号に定める基準に適合し た３ つの居住サポー

ト （ 安否確認・ 見守り ・ 福祉サービスへのつなぎ） すべての提供を 必要と する

要配慮者を 指し 、例えば見守り が必要な単身高齢者等が想定さ れます。「 専用住

宅」 の入居者は、 要援助者及び要援助者と 生計を 一にする配偶者・ 親族に限定

さ れます。  

○要援助者と し て３ つのサポート を 受けるかについては、 家族や知人等の身寄り

の有無など、 入居希望者を取り 巻く 状況等を 踏まえ、 孤独死や生活上のト ラ ブ

ル等のリ スク 等を 考慮し た上で、 基本的には大家から 入居希望者に提案し 、 入

居者と の合意により 判断さ れるも のです。  

○一方、 ３ つの居住サポート のう ち一部のみ提供が必要である要配慮者または３

つの居住サポート のいずれも 提供が必要ではない要配慮者は、「 非専用住宅」 の

入居対象と なり ます。 例えば、 毎日の安否確認は必要でない子育て世帯等が想

定さ れます。  

 

 ■入居対象者とサポートの基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

①安否確認 

②見守り 

③福祉サービス 

へのつなぎ 
 

安否確認だけ サポートなし 
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2 セーフティネット住宅等との違い 
 

○居住サポート 住宅と 、 セーフ ティ ネッ ト 住宅（ 法第８ 条）、 サービ ス付き 高齢者

向け住宅（ 高齢者の居住の安定確保に関する法律（ 平成 13 年法律第 26 号） 第

５ 条第１ 項） は、 制度趣旨・ 対象者・ 基準などの面で異なり ます。  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

補助 

改修費 対象︓居住サポート住宅 
(10 年間の居住サポート住宅管理 

※要配慮者の入居を優先) 

対象︓セーフティネット専用住宅 
(10 年間の専用住宅管理) 

対象 
(10 年間のサ高住登録) 

家賃低
廉化 

対象︓居住サポート住宅 対象︓セーフティネット専用住宅 － 

家賃債
務保証
料等低
廉化 

対象︓居住サポート住宅 対象︓セーフティネット住宅 － 

住替え 対象︓居住サポート住宅 対象︓セーフティネット住宅 － 
住宅金融支
援機構融資 

対象︓居住サポート住宅 対象︓セーフティネット住宅 対象 

認定・登録主
体 

福祉事務所設置自治体（市・特別区・
一部の町村と都道府県） 

都道府県・指定都市・中核市 都道府県・指定都市・中核市 

専用住宅の 
運用 

・入居者を要援助者に限定 
・1 戸以上必要 
・専用住宅の位置を柔軟に運用 

・入居者を要配慮者に限定 
・戸数の基準は設けていない 
・住戸の位置は固定 

－ 

目的外使用の
可否 

専用住宅︓可（専用住宅 2 戸以上あ
り、一定期間空き室の場合） 

－ 
 

可（改正法による改正後の高齢者の居
住の安定確保に関する法律第 19 条の
２第１項） 

対象者以外の
入居 

可（専用住宅を除く） 可（専用住宅を除く） 不可 

  

サービス付き高齢者向け住宅セーフティネット住宅居住サポート住宅

高齢者が日常生活を営むために必要な
福祉サービスの提供を受けることができる
良好な居住環境を備えた賃貸住宅の
供給の促進

住宅確保要配慮者の入居を拒まない
住宅の供給の促進

日常生活を営むのに援助を必要とする住
宅確保要配慮者（以下「要援助者」とい
う。）に対し居住支援法人等が入居中サ
ポートを提供する住宅の供給の促進

制度趣旨

60歳以上の者 または
要支援・ 要介護認定者 等住宅確保要配慮者 等日常生活を営むのに援助を必要とする

住宅確保要配慮者 等対象者

25㎡以上
（居間、食堂、台所その他の居住の用に供する部
分が高齢者が共同して利用するため十分な面積を
有する場合には18㎡以上）

新築住宅︓25㎡以上
（ただし、共用部分に共同で利用する台所等を備えることで、各戸に備える場合と同等以上の居住環境
が確保されるときは、18㎡以上）
既存住宅︓18㎡以上
（ただし、共用部分に共同で利用する台所等を備えることで、各戸に備える場合と同等以上の居住環境
が確保されるときは、13㎡以上）

床面積
ハ
ー
ド
基
準 台所、トイレ、浴室等の設備を有すること

・建築基準法、消防法に適合すること
・台所、トイレ、浴室等の設備を有すること
・耐震性能を有すること

構造・
設備

バリアフリー構造であること
（廊下幅、段差解消、手すり設置等）ーーその他

原則として、日中に常駐する生活相談員
が、状況把握サービス・生活相談サービ
スを実施
※状況把握サービス︓毎日

ー
認定事業者が安否確認・見守り、
福祉サービスへのつなぎを実施
※安否確認︓装置の設置その他確認を定期的

に行うための措置

サポート

・事業者が申請

・建築物ごとに申請（建築物の一部住戸の
申請も可）

・都道府県知事が登録

・事業者が申請

・建築物ごとに申請（建築物の一部住戸の
申請も可）

・都道府県知事が登録

・大家と居住支援法人等が共同で申請
（賃貸人とサポート実施者が同一の場合は単独で
の申請も可）

・計画ごとに申請（複数建築物の申請や、建築
物の一部住戸の申請も可）

・福祉事務所設置自治体の長が認定

手続き

・新築/既存住宅の活用・既存住宅の活用供給方法


